
令和３年度三豊市成年後見制度利用促進審議会 

 

日 時 令和 4 年 2 月7 日（月）17:30～19:00 
場 所 三豊市役所危機管理センター3 階 301・302 会議室 

 
１．開会 

 
２．委嘱状交付 

 
３．あいさつ 

 
４．会長及び副会長選任 

 
５．協議事項 
 （１）次期成年後見制度利用促進基本計画に係る中間とりまとめについて 

 
 
（２）三豊市における取組状況について 

  ・市民後見人の養成・活躍支援 

 
  ・受任者調整会議 

 
 
 （３）関係機関との連携について 
  ・家庭裁判所 

 
  ・県社協 

 
 
（４）各委員よりご意見  

 
 
６．閉会 



番号 役　職　名 役職名 委員

1 三豊・観音寺市医師会 理事 大塚　智丈

2 三豊市民生委員児童委員協議会連合会 会長 前田　昭文

3 香川県弁護士会 弁護士 秋月　智美

4 香川県司法書士会 司法書士 原田　祥一郎

5 香川県社会福祉士会 社会福祉士 三瀬　誠

6 高齢者分野関係者（介護サービス事業者協議会） 会長 仁井　昌彦

7 高齢者分野関係者（介護サービス事業者協議会） 理事 筒井　達也

8 障害者分野関係者（三観地域自立支援協議会） 協議会代表 熊川　宏美

9 学識経験者（四国学院） 教授 西谷　清美

10 香川県社会福祉協議会　地域福祉課 課長 十河　真子

11 三豊市社会福祉協議会 事務局長 滝口　直樹

12 三豊市社会福祉協議会
法人成年後見等
事業担当

嶋田　真理子

13 高松家庭裁判所（オブザーバー） 首席書記官 小西　孝雄

14 高松家庭裁判所観音寺支部（オブザーバー） 庶務課長 飛鷹　司

三豊市健康福祉部 部長 藤田　伸治

三豊市健康福祉部 福祉事務所　福祉課 課長 橋本　智江

三豊市健康福祉部介護保険課 課長 立石　慎一

三豊市地域包括支援センター センター長 大西　茂子

三豊市成年後見制度利用促進審議会委員

（事務局）

(順不同、敬称略）



協議事項  

（１）次期成年後見制度利用促進基本計画に係る中間とりまとめについて 





　権利擁護支援とは、本人を中心にした支援・活動の共通基盤であり、意思決定支援等による権利行使の支援や、
虐待対応や財産上の不当取引への対応における権利侵害からの回復支援を主要な手段として、判断能力が不十分
な人が、地域社会に参加し、共に自立した生活を送るという目的を実現するための支援活動である

「次期成年後見制度利用促進基本計画に係る中間とりまとめ」より







①

③

三豊市における中核機関の運営主体と機能等について

「支援」機能と「制度の運用・監督」機能について

三豊市成年後見制度利用促進基本計画P22を一部改変

第二期成年後見制度利用促進基本計画 最終取りまとめ概要P8を一部改変

②

①

②

③

機

能

効

果

②適切な選任形態の判断
・権利擁護支援チームの形成支援機能により示され

た本人の意向や、対応すべき課題を踏まえた後見人等

の候補者と選任形態などを含めた各事案の事情を総合

的に考慮した後見人等の適切な選任

③適切な後見事務の確保
・後見人等が行う後見業務（財産管理、身上保護、意

思決定支援のほか、報告書作成等の後見事務手続）の

適切な遂行のため、後見人等への相談対応や助言

・必要に応じた指導や指示、監督処分

・権利擁護支援チームの自立支援機能によって確認され

た本人の状況や、後見人等の交代、類型・権限変更の

検討や調整結果などを参考にした適切な交代や選任形

態の見直し

権利擁護支援

の検討に関す

る場面（成年

後見制度の利

用前）

成年後見制度

の開始までの

場面（申立の

準備から後見

人の選任ま

で）

成年後見制度

の利用開始後

に関する場面

（後見人の選

任後）

①権利擁護の相談支援

・本人・親族、支援関係者からの相談対応、成年後見制度や

権利擁護支援の説明

・成年後見制度の利用が必要かどうかなど権利擁護支援ニー

ズの精査

・成年後見制度の適切な利用の検討や、必要な見守り体制・

他の支援へのつなぎ

①制度利用の案内
・本人や関係者に対し、申立てなど家庭裁判所の手続

を利用するために必要となる情報提供や、手続きの案

内（パンフレット等による制度の説明、統一書式の提

供、ハンドブックやDVD等各種ツールの充実による手

続き理解の促進）

②権利擁護支援チームの形成支援
・権利擁護支援の方針（具体的な課題の整理、必要な支援の

内容）の検討

・適切な申立ての調整（市⾧申立の適切な実施を含む）

・権利擁護支援を行うことのできる体制づくりの支援（課題

解決後の後見人等の交代も含めた初期方針の検討、適切な後

見人等候補者や選任形態の検討・マッチング）

③権利擁護支援チームの自立支援
・チーム開始の支援（後見人等選任後における支援方針の確

認・共有（支援内容の調整、役割分担）、モニタリング時期

やチームの自立に必要なバックアップ期間等の確認）

<チームによる支援の開始後、必要に応じて>

・後見人等やチーム関係者などからの相談対応

・チームの支援方針の再調整（支援の調整、後見人等の交代

や類型・権限変更の検討、中核機関や専門職による当該チー

ムへの支援の終結に向けた確認など）

中核機関

市（包括・福祉課） 市社協 県社協

権利擁護

支援を行う

3つの場面

受任者調整（マッチング）

チーム体制調整（地域ケア会議）

チーム体制調整（地域ケア会議）

受任者調整（マッチング・交代）

任意後見に関する相談

チーム体制調整（地域ケア会議）

親族後見人候補者の支援

市民後見人候補者等の支援

市民後見人の育成

日常生活自立支援事業等からの移行

受任者調整

（専門職の派遣）

市民後見人の養成

親族後見人や市民後見人の支援
受任者調整

（専門職の派遣）

親族後見人や市民後見人の支援

㋔

不

正

防

止

専門的な相談・支援

周知・啓発

制度に関する相談

市⾧申立て

チーム体制調整（地域ケア会議）

周知・啓発 周知・啓発

制度に関する相談
専門的な相談・支援

（専門職の派遣）

㋐

広

報

㋑

相

談

㋒

利

用

促

進
㋓

後

見

人

支

援

福祉・行政・法律専門職など

多様な主体の連携による「支援」機能

家庭裁判所による

「制度の運用・監督」機能

連携

連携

連携

三豊市における中核機関の運営主体と機能等について

「支援」機能と「制度の運用・監督」機能について



●「権利擁護支援チーム」
（日常生活圏域

～自治体圏域）

●「中核機関」
（日常生活圏域

～広域圏域）

●「協議会」
（自治体圏域）

三豊市

●「審議会」（自治体圏域）

本人
地域ケア個別会議

市、市社協、県社協

①「権利擁護支援の方針についての検討・

専門的判断」

②「本人にふさわしい成年後見制度の利用に

向けた検討・専門的判断」

③「モニタリング・バックアップの検討・

専門的判断」

医師会・社会福祉協議会・弁護士会・司法書士会・社会福祉士会・事業所・

民生児童委員、学識経験者、家庭裁判所（オブザーバー）など

中核機関

後見人

中核機関

家族・親族

ケアマネジャー

ヘルパー

民生委員

地域関係団体

医療機関

社会福祉協議会

市

地域ケア推進会議

主治医

福祉関係団

民生委員会

警察

消防

メンバーは一例

メンバーは一例

・市計画の検討・策定

・取り組み状況の点検、評価 等

権利擁護支援の地域連携ネットワークの

三つの役割

ア）権利擁護支援の必要な人の発見・支援

イ）早期の段階からの相談・対応体制の整備

ウ）意思決定支援・身上保護を重視した成年

後見制度の運用に資する支援体制の構築

権利擁護支援の

地域連携ネットワーク

設置区域：市

設置主体：市

運営主体：直営及び委託

三豊市における成年後見制度利用促進に向けた体制整備について（イメージ）

三豊市成年後見制度利用促進基本計画P21を一部改変



協議事項  

（２）三豊市における取組状況について 

・市民後見人の養成・活躍支援 

 

 

 

 

 

 

・受任者調整会議（事例） 



三豊市社会福祉協議会







 

 

 

 事例  



協議事項  

（３）関係機関との連携について 

・家庭裁判所 

 

 

 

 

 

 

・香川県社会福祉協議会 



第3回成年後見制度利用促進専門家会議　資料より（令和元年5月27日）



第3回成年後見制度利用促進専門家会議　資料より（令和元年5月27日）



第3回成年後見制度利用促進専門家会議　資料より（令和元年5月27日）



第3回成年後見制度利用促進専門家会議　資料より（令和元年5月27日）



第3回成年後見制度利用促進専門家会議　資料より（令和元年5月27日）
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香川県内における
権利擁護支援ネットワーク体制の構築

に向けた取組について

香川県社会福祉協議会地域福祉課

1

状況 実施時期 市町村計画の策定 中核機関の整備

策
定
・
整
備
済
み

平成３０年度 三豊市

令和元年度 高松市、善通寺市、東かがわ市 丸亀市、三豊市

令和２年度
丸亀市、坂出市、観音寺市、
さぬき市、土庄町、小豆島町、
宇多津町、綾川町、琴平町、
まんのう町

坂出市、善通寺市、宇多津町、
多度津町、高松市

令和３年度
さぬき市、東かがわ市、綾川町
琴平町、まんのう町
三木町

未
策
定
・
整
備

令和３年度中予定 三木町、直島町、多度津町 土庄町、小豆島町、直島町

令和４年度予定 観音寺市

＜令和３年１０月１日現在 香川県⾧寿社会対策課調べ＞

香川県内の市町における成年後見制度利用促進の取組状況

2
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香川県内における権利擁護支援ネットワーク体制（現在） ※以下の資料は香川県社協作成

高松家庭裁判所

香川県

市町

香川県社会福祉協議会

市町社会福祉協議会

ＮＰＯ法人後見ネットかがわ
・後見等の受任・法人後見支援

ＮＰＯ法人手をつなぐ香川後見センター

【専門職による成年後見人等】
・香川県弁護士会 高齢者・障害者支援センター運営委員会
・公益社団法人成年後見センター･リーガルサポート香川県支部
・公益社団法人香川県社会福祉士会 ぱあとなあ香川

【各市町社協の取組み】
○日常生活自立支援事業（１７市町社協）
・社会福祉法に位置付けられている第２種社会福祉事業
・本人と市町社協、県社協の３者契約

○法人後見実施社協１７か所（各社協が実施主体）
※丸亀市、坂出市、さぬき市では市民後見人が活動中

○生活困窮者自立支援事業（自立相談支援事業等の実施）
１７市町社協
※市社協は、各市からの委託、
町社協は、県社協と町社協とで協議体を作り、

香川県から町部の実施についての委託を受ける。

○香川おもいやりネットワーク事業（１７市町社協）
社会福祉法人施設、民生委員・児童委員、社協との協働の取組

○生活支援コーディネーターの配置 等 一般社団法人後見センター・小豆島スタイル

※運営協議会、プロジェクトにおいて、成年後見制度利用促進法への対応についての
協議を行っている。（香川型モデルの構築）

【権利擁護に関わる団体のネットワーク】
＝かがわ後見ネットワーク（法人格のない任意のネットワーク）
（事務局:県社協権利擁護・成年後見支援センター）

・無料相談、講師派遣（弁護士、司法書士、社会福祉士等）
・弁護士、司法書士、社会福祉士による地域担当制
・研修（市民後見人等）、広報啓発
・調査研究（成年後見制度利用支援事業、金融機関の取扱等）

※ネットワーク全体の運営についての協議を運営協議会にて行う。

3

機能 各市町 圏域 県

基礎中核（市町が設置、委託可）
※行政、包括、社協との連携

支える中核（かがわ後見ネットワーク（事務局 県社協））
※行政、社協、専門職団体等との連携

広報

相談

利用促進

後見人支援

○広報
○ニーズ調査
○発見・見守り、声かけ

○相談

○ケース検討・サービス調整

○後見利用の場合

・市町⾧申立

・本人申立、親族申立

・適切な受任候補者の推薦

○後見人等への支援

○広報 ・講演会等の開催・パンフレット等の作成

専門職の派遣

専門職の相談、派遣

専門職の派遣

専門職の相談、派遣 （市民後見人等のフォローアップを含めて）
（定期的な相談会等に専門職の参加） 法人後見支援

運営
※現時点で
のイメージ

○基礎中核の運営に関する協議（仮）（定期的）

○市町内での権利擁護ネットワーク構築（仮）
（協議会等・年１回程度）

○支える中核運営協議会（仮）（年４回程度）
○権利擁護関係機関連絡会議（仮）（年１回程度）

※金融機関、医療機関を含める。
○法人後見等連絡会（仮）
○地域包括支援センター連絡会（仮）…権利擁護に関する
○中核機関連絡会議（仮）
○未成年後見サポート（仮）

研修
※現時点で
のイメージ

○市民後見人等人材養成研修
○市町⾧申立実務に関する研修（仮）（基礎編・応用編）
○市民後見等人材養成研修（県域及び圏域）
○専門職の講師派遣
○他、成年後見制度に関する研修

福祉サービス等の利用
後見利用でない場合

・日常生活自立支援事業 等

※継続した関わり

・定例の相談会開催時に専門職の参加

・ケース会議等への参加、助言等

・必要に応じて専門職による申立相談
（市町⾧申立、本人・親族申立について代行では
なく、申立相談。２回程度を想定）

・適切な受任候補者についての協議の場への参加
・市民後見人等の調整
（広域の調整が必要な場合、バンク（仮）による調整）

役割①専門職派遣に係る調整

役割③中核機関等運営支援

役割②研修会等の開催

県・各市町の中核機関の機能のイメージ（香川県）

4
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○「支える中核」として、各市町の実践につながる全県的な仕組みやネットワークを協議して
作り、地域で活用できるようにつないでいくこと。（またその改善）
※県社協単独ではなく、多職種・団体、市町社協、行政との協働の取組として進める。
（県社協としてのプラットフォーム機能、ネットワーク機能）

○複数の市町での共同の取組に向けた調整
※現在、２圏域で取組に向けた協議を実施

○人材育成のための研修等の実施

次年度、意思決定支援に関する研修、市町⾧申立の実務に関する研修 等を県から受託予定
○情報共有の場をつくること

中核機関連絡会議の開催（ノウハウや課題の共有） 等
○情報収集、情報発信

県社協としての取組の方針

●県社協は県から事業委託を受け、上記取組を実施
（成年後見制度普及啓発事業（障害）、成年後見制度利用促進体制整備事業（高齢）、市民後見人養成事業（高齢））

●各市町への情報提供、調査や研修の案内等は、県が対応。
県担当者も県全体、各圏域での協議の場に参加したり、市町への個別訪問を実施。

5

今、取組んでいることの継続、常に原点回帰、ネットワークのあり方検討

○成年後見制度以外の権利擁護支援の充実
○日常生活自立支援事業の充実
○子どもの権利に関すること（未成年後見等）
○担い手の確保
○財源（成年後見、日常生活自立支援事業）

→県全体で寄付金等を活用した財源づくりの必要性
（地域の中でお金が循環する仕組みづくり）

○県社協の体制整備

県社協として今後に向けた課題
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4

県社協地区担当制や他の事業等と連携・協働し、各市町の状況に応じたネッ
トワークを構築する。

・災害福祉支援ネットワーク構築事業
（経営協との協働）

・災害時の福祉支援体制整の整備
（国のガイドライン）

・子ども・子育て支援
（子どもの未来応援ネットワーク事業）

・食を通じた地域の居場所づくり
（子ども食堂支援、フードバンク活動）

成年後見制度利用促進

・福祉人材センターの取組
・福祉（専門職）の人材育成・
確保、連携

・地域の担い手の養成（後見支援員等）

再犯の防止等の推進
（福祉的支援を必要とする方の
社会復帰支援）

身元保証
（住居、医療、施設、就職等）

新たな住宅セーフティネット制度
（居住支援法人の指定）

県社協としてのプラットフォーム
・ネットワーク機能
香川おもいやりネットワーク

地域の権利擁護ネットワーク 子ども・子育て支援ネットワーク

居住支援ネットワーク

地域共生社会の実現に
向けた取組み

＝重層的な支援体制

人材確保のネットワーク

災害支援ネットワーク

香川県社協としての今後の取組み香川県社協としての今後の取組み
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協議事項  

（４）各委員よりご意見 


